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１．はじめに 

 

アイサードモデル，チェネリー・モーゼスモデ

ル，レオンテェフ・ストラウトモデルとしばしば

呼ばれている地域間産業連関勘定体系が各地域の

均衡産出高を計測する上で重要な役割を果たして

いるということは言うまでもないであろう．それ

らのモデルが提案されてから今日まで約40年から5

0年の年月が経とうとしている． 

 その長い年月の間，実に様々な応用分析が試み

られてきた．紙面の都合上その全てを挙げる訳に

はいかないが，今日においてもなお，古典的な分

析方法としてそして経験科学としての地域研究の

あり方等において強い光を放っているのが，1958

年にエコノメトリカに受理されたChenery & Watan

abe1)の研究と1970年にアメリカン・エコノミック・

レビューに受理されたPolenske2)の研究である．こ

れらの研究は，各国・各地域の要素含有量の違い

を実際に計測し，国別・地域別の生産構造の違い

を経験的に明らかにした点で先駆的であった．ま

た理論的な貢献で言えば，前述したモデルを一つ

の族として体系的に整理したOosterhaven3)の仕事も

忘れてはいけないであろう． 

最近では，地域間産業連関モデルの構造決定要

因がより深く掘り下げられているだけでなく，国

際経済学，地域経済学，環境経済学等の専門分野

においては計測方法の工夫や実践が数多く試みら 
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れている．現在，理論的におもしろいトピックと

して議論されているものの一つが再輸出構造をモ

デルの中でどのように記述するかということであ

る．これについては，Jackson4)とLahr5)がおもしろ

い議論をしているので参照されたい．実証分析に

ついては，特に国際経済学の分野で，Leamer6)やTr

efler7)らによる比較優位説に関する議論に加えて，

国際間の取引構造の変化が各国の産出や労働生産

性に与える影響の分析などの応用分析が試みられ

ている．読者は，地域間産業連関勘定体系を用い

た最新の分析方法及び分析結果をLahr & Dietzenba

cher8)から学ぶことができるであろう． 

 しかしながら，従来の体系は不幸にも重要な観

点が欠けていると言わざるを得ない．それは中間

財としての産業廃棄物の地域内・地域間フローと

最終廃棄物の地域内・地域間フローの取り扱いで

ある．従来のフレームワークはこれらのフローを

一切考慮していない．ではなぜ，これらの取り扱

いが重要なのでしょうか？ 

 ある地域における廃棄物管理政策について考え

て見て下さい．それはリサイクル促進策でも最終

処分量削減策でも構いません．いずれにせよ，政

策決定者が思うように自在に廃棄物量をコントロ

ールすることは極めて難しいであろう．それは

我々が相手にしている廃棄物は，建設廃材であれ，

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸであれ，鉄屑であれそれらは結合生産物

であるからである．つまり，東北地方における廃

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸの発生量を固定的
・ ・ ・

な
・

生産
・ ・

技術
・ ・

の下でコント

ロールするためには，その廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸが関東地方に

おける自動車生産を一体どのくらい内包している

のかを正確に知る必要がある．さらに，廃棄物の

輸出入構造を考えると問題はより一層難しくなる． 

このような問題意識の下，本論文では廃棄物分

析用の地域間産業連関勘定体系を提案し，中間財

としての産業廃棄物の地域内・地域間フローを評 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
価する上で重要な役割

済乗数を導くことを目

 

２．二地域モデル 

 

本節では，廃棄物分

化する．Kagawa, Inam

主生産物・副次生産物

産業連関勘定表は表-1

と2を連動させることに

なされる．まず表-1か

利用バランスを考えて
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域 r から s への投

，下付記号 p は主し 
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分列ベクトル f と処 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 主生産物・副次生産物の地域間産業連関勘定(金銭ベース:￥) 
地域 r 地域 s 地域 r 地域 s

商品 産業 商品 産業 最終需要 最終需要 
輸出 総需要

品  rr
pU   rs

pU  rr
pf  rs

pf  r
px  r

pq  

業 rr
pV   rs

pV      r
pg  

品  sr
pU   ss

pU  sr
pf  ss

pf  s
px  s

pq  

業 sr
pV   ss

pV      s
pg  

r
pm   s

pm   

 r
py   s

py  

( )Tr
pq  ( )Tr

pg  ( )Ts
pq ( )Ts

pg
 

, f, q, y, g はそれぞれ投入行列，産出行列，最終需要列ベクトル，商品別産出列ベクトル，付加価値行ベ
列ベクトルを表している．また，x と m はそれぞれ輸出列ベクトル，輸入行ベクトルを表している．
域 r と地域 s の二地域を表しており，上付記号 rr, rs, sr と ss はそれぞれ地域 r 内における投入産出，地

入産出，地域 s から r への投入産出，地域 s 内における投入産出を表している．上付記号 T は転置を表
生産物・副次生産物を示している. 

表-2 廃棄物の地域間産業連関勘定(物量ベース:トン) 
地域 r 地域 s 地域 r 地域 s

商品 産業 商品 産業 最終処分 最終処分 
輸出 総需要

品  rr
wU   rs

wU  rr
wf  rs

wf  r
wx  r

wq  

業 rr
wV   rs

wV      r
wg  

品  sr
wU   ss

wU  sr
wf  ss

wf  s
wx  s

wq  

業 sr
wV   ss

wV      s
wg  

r
wm   s

wm   

 r
wy   s

wy  

( )Tr
wq  ( )Tr

wg  ( )Ts
wq ( )Ts

wg
 

に表-1 に従う．違いは，廃棄物のマテリアルバランスを考慮するため，最終焼却や最終埋立等の最終
を果たすいくつかの地域経

的とする． 

析用の二地域モデルを定式

ura & Moriguchi9)に従うとき， 

及び廃棄物に関する地域間

，2のように表される．表-1

よって，モデルの定式化が

ら，主生産物・副生産物の

みよう．そのとき， 
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調整項行ベクトル y が設けられていることである．下付記号 w は廃棄物を表している . 

ここで， 

( ) ( ) ( ) j
r
pij

rr
pij

rr
p gUB /=  

( ) ( ) ( ) j
s
pij

rs
pij

rs
p gUB /=  

( ) ( ) ( ) j
r
pij

sr
pij

sr
p gUB /=  

( ) ( ) ( ) j
s
pij

ss
pij

ss
p gUB /=  

( )T111 L=e  

が成り立つ．地域rとsにおける産業と商品の数をm

とすると， , , , はそれぞれ地域rから

地域rへの投入を表す

rr
pB rs

pB sr
pB ss

pB

( )mm× 型投入係数小行列，地

域rから地域sへの投入を表す 型投入係数小

行列，地域sから地域rへの投入を表す

( mm× )
( )mm× 型投

入係数小行列 , 地域 sから地域 sへの投入を表す

( )mm× 型投入係数小行列を表している．このとき，

単位ベクトルeは ( )1×m 型の列ベクトルを表してい

ることが理解できよう． 

次に，主生産物・副生産物の産出バランスを考

えてみよう．そのとき， 
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ここで， 

( ) ( ) ( ) j
r
pij

rr
pij

rr
p qVD /=  

( ) ( ) ( ) j
r
pij

rs
pij

rs
p qVD /=  

( ) ( ) ( ) j
s
pij

sr
pij

sr
p qVD /=  

( ) ( ) ( ) j
s
pij

ss
pij

ss
p qVD /=  

が成り立つ．式(2)は暗黙の内に産業技術仮定を仮定している．

もちろん，商品技術仮定を仮定して定式化することもできる．

日本の場合を考えるとき，後者を想定して話を進める方がよ

り現実的であるという批判もあるとは思うが，定式化のプロ

セスにおいて大きな違いはないことから，前者を想定して以

降の定式化を行う．加えて，この技術仮定の選定については，

サーベイデータとしての技術行列と理論値としての技術行列

の比較分析を慎重に行うべきであり，アプリオリに前者及び

後者の技術仮定を選定することは理論的な欠陥及び技術摂動

論的な影響を及ぼしかねないということを述べておきたい． 

話を本題に戻し，式(2)を式(1)に代入してみよう．

そのとき， 
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が成り立つ．式(3)からも容易に理解できるように，この均衡

方程式は[ について解くことができ，[ ]
が内包する主生産物・副次生産物の中間投入必要

量を推計することが可能である．しかしながらこ

のままでは，我々が今主題としたい廃棄物の中間

投入を勘定することは不可能である． 

]Ts
p

r
p qq Ts

p
r
p FF

この地域間廃棄物勘定モデルの定式化するため

に，二つの工夫がなされている．その一つ目は，

廃棄物の利用バランス式を 
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ここで， 

( ) ( ) ( ) j
r
pij

rr
wij

rr
w gUB /=  

( ) ( ) ( ) j
s
pij

rs
wij

rs
w gUB /=  

( ) ( ) ( ) j
r
pij

sr
wij

sr
w gUB /=  

( ) ( ) ( ) j
s
pij

ss
wij

ss
w gUB /=  

と定式化することである．従って，表-1，2 からも理解でき

るように，B ， ， ， は廃棄物の中間投入

量(トン)を主生産物・副次生産物の産出量(￥)で除

すことによって得られるハイブリッド型技術係数

を表しており，トン /￥という単位を持つことにな

る

rr
w

rs
wB sr

wB ss
wB

(10)．このささいな定義付けが後の複雑な構造モ

デルを決定づける． 

式(4)において既に， [ ]Ts
w

r
w FF がモデルの外生変

数となる準備は出来てはいるもののこのままでは

不幸にも解くことが出来ない．何について解くか

が問題になるのだが，表-1，2 に示されるフレームワー

クからも分かるように，[ ]Ts
p

r
p qq と につい

て解くことが求められる．そこで本研究では， 

[ Ts
w

r
w qq ]
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で表されるようなインターフェース構造を設ける．

これによって表-1 に示される価値的システムと表-

2 に示される物量的システムを結び付けている．こ

れが二つの工夫である． 

 式(3), (4), (5)から [ ]Ts
p

r
p qq について解いてみよう．

式(5)を式(3)の右辺に代入して得られる 
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の右辺にさらに式(4)を代入することによって 
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と変形する．式(7)を [ ]Ts
p

r
pp qq=q について解くと， 

( ) wpwpppwmppp FLFDBDBIDBq ≡−= −1
2 ΦΦ    (8)         

が得られる．ここで， は 型の単位行列を

表している．同様に，q について解いて

みよう．式(4)を式(3)の右辺に代入して得られる 

m2I

w

( mm 22 ×

[ Ts
w

r
w qq

)

]=

•
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を [ ]Ts
w

r
ww qqq = について解くと 

( ) pwppwpppwmw FLFDBDBDBIq ≡−= −1
2 Φ    (10) 

が得られる． 

 式 (8)を用いることによって，各地域の最終廃棄

物処分が内包する地域別産業別中間投入必要量を

計測することが可能となる．具体的には，東北地



方における廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸの最終処分量(トン)が計画さ

れたとき，関東地方における各産業の誘発産出量

(￥)をどれくらいに設定すればよいか推計すること

ができる．なぜこのような分析視野が必要なのか

と言うと，関東地方における自動車生産，電気製

品生産が東北地方におけるﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品の生産を誘

発し，その結果として廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸが排出しそして最

終埋立・最終焼却されるかもしれないからである．

生産技術をリサイクル型へ誘導し最終処分量をコ

ントロールするという方策は少なくともこの観点

から見れば妥当ではあるが，前述したような経済

循環を通したモノの流れを眺めることによってそ

の方策の妥当性をより一層明確に示すことが可能

となる． 

式(10)は，各地域の最終需要が誘発する地域別産

業別廃棄物投入必要量を計測する上で役に立つ．

これは別の見方をすれば，リサイクル財の地域別

産業別中間投入必要量を計測することに相当する

であろう．各地域の政策担当者は，我が国のスロ

ーガンである「循環型社会システムの構築」とい

う言葉を励みに，リサイクル事業を後押しし，地

域社会を循環型へと誘導させようと様々な施策を

講じようとしている．しかしながら，我々が忘れ

てはいけないことはリサイクル事業を後押しする

助成等を考える前に，「リサイクルされる廃棄

物」がそこになければリサイクル事業はうまく行

かないということである．その「リサイクルされ

る廃棄物」は結合生産という工程を得て排出され

るということを考えると，その結合生産相手の需

要を喚起しないかぎり廃棄物は生み出されない．

式(10)はこのような問題意識を実際に数字として表

すのに役に立つ．具体的には，関東地方における

自動車生産，電気製品生産が東北地方における廃

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸの排出にどれだけ寄与するのか数量的に表

すことができる． 

通常の産業連関分析が持つメリットとして，誘

発効果を直接効果と間接効果とに分解することが

可能であるが，本モデルにおいてもこの手法を取

り入れることが可能である．式 (8) と 式 (10) を

NEUMANN 級数展開すると， 

L+++= wppwppwppp FGDBGFDBFDBq 2ΦΦΦ (11) 

L+++= ppwppwppww FDBGFDGBFDBq 2   (12) 

が成り立つ．ここで， ．更に以下

のような地域経済乗数が役に立つ． 

Φpppw DBDBG =
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ここで， 
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この乗数の説明ならびに数値実験の内容及び結果

については発表当日にさせて頂きたい． 

 

３．おわりに 

 

 本論文では廃棄物分析用の地域間産業連関勘定

体系を提案し，産業廃棄物の地域内・地域間フロ

ーを評価する上で重要な役割を果たす地域経済乗

数の定式化を行った． 
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